
令和６年３月 29日 

長野市財政部契約課 

 

 現場代理人の兼任について 

 

 現場代理人の兼任要件の一部については、令和６年３月 31 日までの期間限定で特例措置を

適用していましたが、下記のとおり適用期間を延長しますので、お知らせします。 

 

記 

 

１ 延長する期間 

  令和６年９月 30 日までに入札の公告、指名（見積）の通知を行う案件まで延長 

 

２ 特例措置の内容 

  青文字（下線）→赤文字（二重下線）の箇所が特例措置です。 

 

長野市建設工事における技術者等の設置に関する取扱要領 抜粋 

 現場代理人は、次の各号のいずれにも該当する工事で、対象となる全ての工事について発

注者に現場代理人兼任届（様式第３号）及び連絡員配置届（様式第４号）を提出した場合は、

既に施工中の建設工事と新たに施工する建設工事又は同時に発注された複数の建設工事の現

場代理人を兼ねることができる。 

(1) 長野市（上下水道局を含む。）が発注した工事であること（ただし、国又は県等の公共機

関が発注した工事で、当該機関の長が兼任を認めた場合は、この限りではない。）。 

(2) 当初の請負金額がいずれも４千万円未満の工事であること。 →制限を設けない 

(3) 兼任する工事現場が、いずれも長野市内であること。 

(4) 兼任する全ての工事現場について、常駐、かつ、元請負者の社員である連絡員を配置で

きること。 →元請負者又は下請負者 

(5) 設計図書等において、兼任できない旨が示されていないこと。 

(6) 同一の現場代理人が兼任することができる工事の数は２件までとする。 →５件まで   

(7) 現場代理人が兼任することができる条件を満たさなくなった場合は、現場代理人を兼任

している全ての工事について発注者に、現場代理人兼任解除届（様式第５号）を提出する

とともに、条件を満たさなくなった工事における常駐の現場代理人を新たに配置し、当該

工事の発注者に現場代理人等変更通知書を提出するものとする。 

 

 


